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第 1章 序論 
1.1 研究背景 
近年，様々な分野において工業製品や材料などの機械的性質 (強度，粘性，耐
摩耗性，耐熱性など) を評価することは大変重要なことである．機械的性質を調
べる材料試験には，引っ張り試験，曲げ試験，圧縮強度試験，衝撃試験，摩擦
試験など多種多様なものがある．これらの試験対象は，金属，プラスチック，
繊維等の素材にとどまらず，医薬品，食品，携帯電話などの身近なものにも及
ぶ． 
また，電子機器の小型化と高密度化に伴い，使用される部品も微小化されて
きている．一般的に材料には寸法効果があり，通常の材料試験で得られる機械
的性質が，必ずしも微小材料に適用できるとは限らない．そこで，微小材料を
対象とした機械的性質の評価が必要不可欠となる． 
しかし，微小材料では測定する物理量も小さいため，今までの試験方法では
対応しきれない．そのため，微小力 (1 [μN]~1 [N]) を測定できる力センサの需
要が増えてきている．この微小力を測定する力センサは，食品や材料を計量す
る電子はかりから，家庭用電化製品まであらゆるところで使用されている．こ
の様な力センサは，ひずみゲージや圧電素子を使用することで，引張・圧縮等
の力または質量を電気信号に変換することで力の大きさを計測している． 
また，試料に作用する力の計測には力センサを，また変位の計測には変位セ
ンサを用いるのが一般的であるが，力計測に力センサが使用されている場面で
は，計測されるべき力が時間に対して変動している状態であることが多い．し
かしながら，力センサによって測定された力の校正法として，現状では静的な
荷重を用いて測定された力を比較する方法（静的校正法）は確立されているが，
この方法では力センサに作用する動的な力の不確かさを評価することが出来な
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い．これは，学術・産業界において極めて大きなマイナス要因であると考えら
れる． 
これらの問題を解決する手段として，本研究室の藤井雄作教授が開発した浮
上質量法 (Levitation Mass Method :LMM) が活用されている [1-5]．浮上質量法は
既存の力センサを用いない動的力の発生・計測方法であり，力センサの動的校
正 [1-3]や材料の強度試験 [6]，物体間に働く摩擦力の評価 [7]，高分子材料であ
るゲル (Gel) の粘弾性特性評価 [8]等の様々な分野に対して用いられている．浮
上質量法を用いることで，微小力を計測する力センサに作用する動的な力を高
精度に測定することが可能である． 
当研究室では，これまでに力センサ自身の加速度を測定することで，力セン
サの変形における推定質量を測定した [9-13]．この推定値及び，力センサに取
り付けた加速度計の値により力センサの動的な補正を可能とした．この方法か
ら，微小力を計測する力センサにも同様の補正が可能であるか，検証する必要
がある． 
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1.2 研究目的 
本研究では，まず微小力を計測する力センサの動的誤差の有無を調べる．こ
こで，力センサに動的誤差が発生していた場合，この要因を調べ力センサの動
的誤差補正を行い，校正法を見つけることを目的とする． 
 当研究室ではこれまで S 字型のひずみゲージ式力センサにおいて，動的誤差
が発生していることを検証している．そこで微小な力を計測する力センサに同
様の検証を行うことで，動的誤差が発生しているか検証を行う． 
 また，動的誤差が発生していた場合，その要因が何に起因しているのか調べ
る必要がある．そのため動的誤差の検証結果の解析を行う．そこでこの動的誤
差の要因を解明することができれば，動的誤差の補正が可能となると考えられ
る． 
 これらの方法から得られた補正結果を用いることで，動的誤差を自動で補正
するソフトウェアを開発する．当研究室ではこれまで S 字型力センサを用いた
ソフトウェアを開発してきた．これと同様に，微小な力を計測する力センサで
の動的誤差補正用ソフトウェアを開発していく．このようなソフトウェアを開
発することができれば，世界中の研究・産業界の発展に貢献することができる
と考えられる． 
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1.3 浮上質量法の原理 
ここでは変動する力の発生・計測方法である浮上質量法について述べる．浮
上質量法は，当研究室で提案している，慣性力を高精度に測定する方法である．
図 1.3.1 に浮上質量法の概略図を示す．測定する物体を空気軸受けで浮上支持す
る．測定する物体にはコーナーキューブプリズム (CC) を取り付ける．光波干
渉計によってドップラーシフト周波数を測定し，物体にかかる力を測定する．
この時，物体は浮上支持されているため外力の影響をほとんど受けない．その
ため，浮上支持した物体に働く力 F を，(1.2.1) 式のように慣性質量 M と加速度
a の積として定義することができる． 
MaF                 (1.3.1) 
物体を浮上支持する方法として，浮上質量法では静圧空気直動軸受けを用い
ている．静圧空気直動軸受は，圧縮空気を用いて可動部を空気膜で浮上支持し，
高精度な運動特性と無視できる程の小さな摩擦特性を実現している． 
 
図 1.3.1 浮上質量法の概略図 
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1.4 光波干渉計による速度計算法 
本実験で用いる LMM では加速度を求めなくてはならない．そこで，光波干渉
計を用いた周波数測定を用いる．光波干渉計によって，レーザー光のドップラ
ーシフト周波数を間接的に求める．被測定物からの反射光に対して，わずかに
周波数の異なる光を干渉させ，ビート信号を検出するヘテロダイン干渉法を用
いる．ヘテロダイン干渉法を用いることにより，光の強度，位相，周波数変化
を間接的に求めることができる．本実験で使用する光波干渉計は，マイケルソ
ン型干渉計の装置を一部変更したものである．通常，マイケルソン型干渉計で
は光の反射に鏡を使用するが，代わりにコーナーキューブプリズム (CC) を用
いる．図 1.3.1 にマイケルソン型ヘテロダイン光波干渉計の概略図を示す． 
 
 
図 1.3.1 マイケルソン型ヘテロダイン光波干渉計の概略図 
CC:cube corner prizm; NPBS:non polarizing beam splitter; PBS:polarizing beam 
splitter; GTP:Glan-Thompson prizm; PD:photo diode. 
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光源にはゼーマンタイプの二周波 He-Ne レーザーを用いる．光源から放出さ
れたレーザー光は 2 つの直交偏光を持っており，これらはまず偏光ビームスプ
リッタ (PBS) により信号光と参照光に分けられる．信号光は，被測定物に取り
付けられた CC で反射し，再び PBS に入射する．この時，信号光はドップラー
シフトし周波数が変化する．CC で反射した後に PBS に入射した信号光と参照光
は，偏光素子 (GTP：グラントンプソンプリズム) によりそれぞれ方位 45˚に偏
光され干渉する．参照光がドップラーシフトした信号光と干渉する時，周波数
の差によりビート周波数が発生する．フォトダイオード (PD) の表面上で干渉
による光強度の変動が発生する． 
2 つの直交偏光の振幅を U1，U2，周波数を f1，f2，位相を φ1，φ2とする．PD
上での時刻 t での 2 つのレーザー光の電界は 
]}[2exp{)( 1111  tπfiUtE                (1.3.1) 
]}[2exp{)( 2222  tπfiUtE                (1.3.2) 
と表せる．この 2 つの式で表される光を干渉させて，その強度の時間的変化を
測定する．2 つ光を検出器上で重ね合わせると，光の強度は以下で表せる． 
][][cos{22 ＞)(＜),( 2121212221
2
21   tffπUUUUEtEtxI  (1.3.3) 
1.3.3式から，PD表面上で光強度は周波数|f1－f2| [Hz]で変動するビート信号と
なることがわかる．PD は干渉した光の強度を電圧の変化として検出する．PD
により検出された電圧の変化は，デジタイザにより記録され，C 言語や LabVIEW
により作成したプログラムを用いて周波数を求める．ドップラーシフトした信
号光と参照光の差周波数をビート周波数 fbeatとし，信号光がドップラーシフト
していないときの差周波数を基準周波数 frestとする．物体が静止した状態の周波
数 frestを基準とし，fbeatとの相対的な周波数差から，物体の速度変化に比例した
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周波数のシフト量 fDopplerが求まる． 
) - -( restbeatDoppler fff                        (1.3.4) 
fDopplerは frestを基準とした時の fbeatとの周波数差となるドップラー周波数であ
る． 
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1.5 ZFM による周波数推定 
 本研究では，ビート信号からの周波数解析方法として本研究室で提案してい
る Zero crossing Fitting Method (ZFM)を用いる．ZFM ではデジタイザを用いて記
録したデータをもとに周波数を求めることが可能となる． 
 まず，デジタイザにより記録した全ての電圧値の中から，電圧値がゼロとな
る点を基準にする．その時，電圧値の波形が負から正へ向かいゼロを通るとき
の前後に当たる点を検出する．このような 2 点について線形補間を行い，2 点を
結んだときの電圧値がゼロとなる線を通る点をゼロクロス点とする．図 1.4.1 に
ゼロクロス点を求めるアルゴリズムを示す．横軸は時間 t，縦軸は電圧Vである． 
 
図 1.4.1 電圧波形からのゼロクロス点の求め方 
ゼロクロス点を求めた後，一定のゼロクロス点の数，N 個ごとに 1 つの周波
数を求める．これは周波数カウンタと同様の機能である．周波数カウンタと比
較した際，ZFM の大きな特徴として最小二乗法により N 個の隣接したゼロクロ
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ス点から，周期 Tj と位相 Pj を求める点が挙げられる．周波数カウンタに比べ，
ZFM では時間分解能を犠牲にすることなく，周波数分解能を高めることが可能
となる． 
図 1.4.2 に電圧波形から周波数を算出するためのアルゴリズムの簡略図を示す． 
 
図 1.4.2 周波数を算出するアルゴリズム(N=5) 
まず，ゼロクロス点 1 つ 1 つに番号 i (i=0,1,2,…)をつける．そこから定めたゼ
ロクロス点の数 N 個ごとに番号 j (j=0,1,2,…)をつける．1 つの周波数を求めるた
めの周期 Tjは N ごとに(1.4.1)式から，数 N かける番号 i とゼロクロス点 t×i の
和の積とそれを，数 N かける番号 i の二乗の和引く全体の二乗の番号 i の和で割
る．これを用いて，周波数 f×i は(1.4.3)式のような f×i=1/Tj から求められる．
また，Pjは N ごとに(1.4.2)式のように計算する．これを用いて，周波数の時間 tf,j
は(1.4.4)式のような((N-1)/2)Tj+Pjから求められる． 
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このアルゴリズムで求められる周波数 f×i は，可動部に取り付けたコーナーキ
ューブプリズムから反射された信号光と参照光の差周波数であるビート周波数
fbeatと，可動部が静止した状態の周波数として参照周波数 frestである．本研究室
では主に周波数計算法として ZFM を用いる． 
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1.6 力センサの構造 
 力センサは，その構造や力測定の原理により様々なものがある．当研究室で
は今までひずみゲージ式力センサを使用してきた．ひずみゲージ式力センサは
実際に力を受け変形するフレーム部分とその変形を測定するひずみゲージで構
成されている．様々な種類の力センサがある中でひずみゲージ式力センサは以
下のような点で優れた特性を持つ． 
・構造が簡単で質量，容量が小さく，安価である． 
・対衝撃性に優れる． 
・出力が電気信号なので，データ処理・記録が容易である． 
以上のような理由により研究，産業分野において広く利用されている力セン
サである．ひずみゲージは変形を測定する物体に接着剤等で密着しており，薄
い絶縁体の上に金属の抵抗体がジグザグに配置されている構造になっている．
ひずみゲージ式力センサでは，次のような順で作用した物理量から電気信号に
変換・測定する． 
・ひずみゲージを貼り付けた構造物に荷重が加わり，構造体が変形する． 
・構造体の変形に比例して，ひずみゲージも変形する． 
・ひずみゲージが変形すると抵抗体の長さが伸びるとともに，断面積が小さく
なり電気抵抗が変化する． 
・ひずみゲージにかかった電圧が抵抗体の変化に比例して変化する． 
しかし，この抵抗値の変化は非常に小さいので，抵抗の変化を測定するため
にブリッジ回路を用いている． 
ここで，ひずみゲージはフレーム部分に貼り付けられているが，静的な力の
場合構造体の変形は問題とならない．しかし，動的な力を受けた場合この変形
が問題となる．力センサが動的な力を受けた時，変形に寄与する部分にも質量
12 
 
が存在し，力を受けた質量が移動しようとすると慣性力が発生する．この慣性
力が力センサで動的な誤差が生じる原因のひとつであると考えられる．  
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第 2章 微小力センサの動的誤差評価 
2.1 実験装置 
実験装置はマイケルソン型ヘテロダイン干渉計を一部変更した干渉計及び
LMM から成り立つ．LMM で使用している可動部が動いた時の速度，変位など
を干渉計を用いて間接的に測定している．図 2.1.1 に実験装置図を示す． 
 
図 2.1.1 実験装置図 
LD:laser diode; NPBS:non polarizing beam splitter; QWP:quarter wave plate 
まず，可動部について説明する．図 2.1.2 は，可動部の概観である．小型の静
圧空気直動軸受であり，軸受保持部とス軸受部で構成されている．箱状の軸受
保持部の内部が空洞になっており，外部に設置してあるエアコンプレッサから
圧縮した空気を送り込むことで内部と軸受部の間に空気膜を形成することがで
きる．その状態では四角柱状の軸受部は浮上しており，完全な非接触状態であ
るので摩擦が非常に少なく前後方向のみ動くことができる．緩衝材を除いた軸
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受部全体の質量は 16.08 [g]であり，可動距離は 2.5 [cm]である．軸受部が軸受保
持部と衝突する際の衝撃を緩和するために，両方向ともに軸受保持部上部に保
護用緩衝材をとりつけている．  
 
図 2.1.2 可動部の概観 
次に，光波干渉計について説明する．光源にはゼーマンタイプの 2 周波数ヘ
リウムネオン (He-Ne) レーザー (Hewlett-Packard 社製，Model：HP5518A) を使
用した．波長は λair = 6.32×10
-7
 [m]，差周波数は約 1.7 [MHz]である．レーザー光
には直交した 2 種類の周波数成分が含まれている．出力されるレーザー光はま
ず NPBS で 2 分される．2 分された一方の光は GTP を経て PD2 で光の明暗を検
出する．もう一方の光は PBS で再度 2 分させ，一方は可動部にとりつけてある
キューブコーナープリズム (CC) に，もう一方は干渉計の参照側に置いてある
CC に入射させる．また，可動部側及び参照側の CC の前に QWP を設置し，位
相を往復で 90°回転させている．2 つの光は CC で反射された後，PBS へ戻り，
15 
 
GTP を経て PD1 で光の明暗を検出する．また，PD では光が途切れることでト
リガとしての役割をしている． 
PD1 及び PD2 で検出された電圧値はデジタイザ (National Instruments 社製 
Model：PCI-5105) で記録される．本実験ではサンプルレート 30 [M/s]で行った． 
サンプル数は 5 [M]，測定時間は 1/6 [s]である．データの集録には LabVIEW を
用いて作成したソフトウェアを使用した． 
また，本実験ではパルス幅の変化により，動的誤差に変化が現れるか確認す
るためパルス幅の変更を行った．パルス幅を変更するために，今回衝突部の先
端に付ける緩衝材を 3 種類使用した．図 2.1.3 にこれらの緩衝材の概観を示す．
1 つ目の緩衝材として用意したのは厚いゴムである．衝突部の厚さはおよそ 18 
[mm]で，質量は 3.26 [g]である．2 つ目の緩衝材は固く薄いゴムである．衝突部
の厚さはおよそ 11 [mm]で，全体の質量は 1.78 [g]である．3 つ目の緩衝材はセロ
ハンテープを 1 枚貼り付けたものである．衝突部の厚さはおよそ 9 [mm]で，全
体の質量は1.83 [g]である．今回は便宜上1つ目をDamper-A，2つ目をDamper-B，
3 つ目を Damper-C と呼ぶことにし，Damper-A で行った実験を「Damper-A にお
ける実験」，Damper-B で行った実験を「Damper-B における実験」，Damper-C で
行った実験を「Damper-C における実験」と呼ぶこととする． 
16 
 
 
図 2.1.3 緩衝材の概観 
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2.2 使用した力センサ 
今回は，CLS-5NA (東京測器研究所社製) を用意した．CLS-5NA の概観を図
2.2.1 に示す．CLS-5NA では，力が加えられると CLS-5NA 自身が変形し，同時
にひずみゲージも変形させることで電気抵抗値を変化させている．定格容量は
5[N]となっている．また許容過負荷は 12.5[N]で，限界過負荷は 20[N]となってい
る．本実験では定格容量程で実験を行う． 
微小な力センサの中では，高い静的特性を示しているが，動的特性に関して
は未だ評価されていない． 
 
  
 
図 2.2.1 CLS-5NA の概観 
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2.3 データ解析手順 
光波干渉計によって測定したビート周波数 fbeatと中心周波数 frestから，可動
部の速度や位置,加速度,慣性力を求める．可動部の加速度 a は光波干渉計の信
号光のドップラーシフト周波数 fDopplerから計算され，次式で表される． 
)( restfff  beatDoppler                       (2.3.1) 
2
Doppler
air
f
λv              (2.3.2) 
速度 v[m/s]の時間微分によって加速度 a[m/s2]を求めることが出来る． 
dt
dv
a                              (2.3.3) 
可動部の慣性力 Fmass [N]は，慣性質量 M [kg]と加速度 a [m/s
2
]の積によって求
められる． 
MaF mass                            (2.3.4) 
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実験によって得られたデータを使い可動部に作用する力の解析手順を解説す
る． 図 2.3.1 に干渉計より得られた fbeatと frestの値を示す． 
 
図 2.3.1 干渉計より得られた周波数 
得られた fbeatと frestの値を用いて式(2.3.2)より速度を求める． 
今回，He-Ne レーザーの波長 λair = 6.32×10
-7
 [m]とした．図 2.3.2 に式 (2.3.1)
より求めたドップラー周波数 fDoppler [Hz]を用いて，式 (2.3.2) で計算した可動
部の速度 v [m/s]を示す． 
 
図 2.3.2 可動部の速度 
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最初に初速を与えた方向と反対方向を正の速度としている． 
図 2.3.3 に速度を時間微分して求めた加速度を示す (式 (2.3.3) ) ．  
 
図 2.3.3 速度を時間微分して計算した加速度 
また図 2.3.4 に加速度 a [m/s2]に質量 M [kg]を掛け合わせて計算した慣性力
Fmass [N]を示す． 
 
図 2.3.4 加速度より計算した慣性力 
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力センサより得られた力 Ftrans [N]を求める解析手順を解説する．データレコ
ーダにて力センサのひずみ量に比例した電圧 V [V]を記録する． 
この電圧V [V]に 静的校正係数Kを掛け合わせることでFtrans [N]を計算する．
後で，Ftrans [N]と Fmass [N]を比較するので Ftrans [N]と Fmass [N]を同じ時系列にす
る．今回の実験では力センサで得られたデータのサンプル数のほうが多かった
ので Fmass [N]で得たデータの値を Ftrans [N]の値と同じ時間軸に変更している．時
間軸をあわせる際は Fmass [N]の値を線形補間し，閾値を用いることで Ftrans [N]
の時間軸にあわせる． 
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2.4 衝突実験結果 
図 2.4.1 に Exp.1 の時の力センサで測定した力 Ftransと，浮上質量法を用いて高
精度に測定した力 Fmassを示す．またその二つの力の差を示す． 
 
図 2.4.1  Exp.1 での Fmassと Ftransの比較 
Exp.1 で行った 30 回の衝突実験のうち力センサの最大値が 5.0 [N]に近いもの
を示した．2 つの力から最大値に対して約 1 [%]前後の動的誤差があることが確
認できる．他の 29回においても同様な結果が得られた．以下図 2.4.2から図 2.4.30
にこれらの衝突結果を示す． 
 
 
 
-0.5
0.5
1.5
2.5
3.5
4.5
5.5
-0.5 0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5
F
 [
N
] 
t [ms] 
Fmass 
Ftrans 
Ftrans-Fmass 
23 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
-0.2
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
1.2
-0.5 0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5
-0.2
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
1.2
-0.5 0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5
-0.2
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
1.2
1.4
-0.5 0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5
-0.2
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
1.2
1.4
-0.5 0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5
-0.2
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
1.2
1.4
1.6
1.8
-0.5 0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5
-0.5
0.0
0.5
1.0
1.5
2.0
-0.5 0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5
図 2.4.2 Fmass = 1.0 [N] 
図 2.4.4 Fmass = 1.2 [N] 
図 2.4.3 Fmass = 1.1 [N] 
F
 [
N
] 
F
 [
N
] 
t [ms] 
t [ms] 
F
 [
N
] 
t [ms] 
F
 [
N
] 
t [ms] 
t [ms] 
t [ms] 
Fmass 
 
Ftrans 
Ftrans-Fmass 
図 2.4.7 Fmass = 1.8 [N] 
図 2.4.5 Fmass = 1.2 [N] 
図 2.4.6 Fmass = 1.6 [N] 
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図 2.4.11 Fmass = 2.3 [N] 
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図 2.4.23 Fmass = 3.1 [N] 
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図 2.4.31 に Exp.2 の時の力センサで測定した力 Ftransと，浮上質量法を用いて
高精度に測定した力 Fmassを示す．またその二つの力の差を示す． 
 
図 2.4.31  Exp.2 での Fmassと Ftransの比較 
Exp.2 で行った 30 回の衝突実験のうち力センサの最大値が 5.0 [N]に近いもの
を示した．2 つの力から最大値に対して約 3 [%]前後の動的誤差があることが確
認できる．他の 29 回においても同様な結果が得られた．以下図 2.4.32 から図
2.4.60 にこれらの衝突結果を示す． 
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図 2.4.38 Fmass = 2.5 [N] 図 2.4.39 Fmass = 2.5 [N] 
図 2.4.41 Fmass = 2.7 [N] 図 2.4.40 Fmass = 2.5 [N] 
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図 2.4.48 Fmass = 3.6 [N] 
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図 2.4.49 Fmass = 3.6 [N] 
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図 2.4.44 Fmass = 3.0 [N] 図 2.4.45 Fmass = 3.1 [N] 
図 2.4.47 Fmass = 3.5 [N] 図 2.4.46 Fmass = 3.4 [N] 
F
 [
N
] 
t [ms] 
F
 [
N
] 
t [ms] 
F
 [
N
] 
F
 [
N
] 
F
 [
N
] 
t [ms] t [ms] 
t [ms] 
F
 [
N
] 
t [ms] 
Fmass 
 
Ftrans 
Ftrans-Fmass 
Fmass 
 
Ftrans 
Ftrans-Fmass 
Fmass 
 
Ftrans 
Ftrans-Fmass 
Fmass 
 
Ftrans 
Ftrans-Fmass 
32 
 
   
 
 
   
 
   
 
-0.5
0.0
0.5
1.0
1.5
2.0
2.5
3.0
3.5
4.0
-0.5 0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5
-0.5
0.0
0.5
1.0
1.5
2.0
2.5
3.0
3.5
4.0
4.5
-0.5 0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5
-0.5
0.0
0.5
1.0
1.5
2.0
2.5
3.0
3.5
4.0
4.5
-0.5 0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5
-1.0
0.0
1.0
2.0
3.0
4.0
5.0
6.0
-0.5 0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5
-1.0
0.0
1.0
2.0
3.0
4.0
5.0
-0.5 0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5
-1.0
0.0
1.0
2.0
3.0
4.0
5.0
6.0
-0.5 0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5
図 2.4.54 Fmass = 4.8 [N] 
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図 2.4.55 Fmass = 5.1 [N] 
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図 2.4.50 Fmass = 3.7 [N] 図 2.4.51 Fmass = 4.0 [N] 
図 2.4.53 Fmass = 4.7 [N] 図 2.4.52 Fmass = 4.1 [N] 
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図 2.4.60 Fmass = 6.8 [N] 
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図 2.4.56 Fmass = 5.1 [N] 図 2.4.57 Fmass = 5.8 [N] 
図 2.4.59 Fmass = 6.0 [N] 図 2.4.58 Fmass = 6.0 [N] 
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図 2.4.61 に Exp.3 の時の力センサで測定した力 Ftransと，浮上質量法を用いて
高精度に測定した力 Fmassを示す．またその二つの力の差を示す． 
 
図 2.4.61  Exp.3 での Fmassと Ftransの比較 
Exp.3 で行った 30 回の衝突実験のうち力センサの最大値が 5.0 [N]に近いもの
を示した．2 つの力から最大値に対して約 10 [%]前後の動的誤差があることが確
認できる．他の 29 回においても同様な結果が得られた．以下図 2.4.62 から図
2.4.90 にこれらの衝突結果を示す． 
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図 2.4.62 Fmass = 1.9 [N] 
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図 2.4.63 Fmass = 2.2 [N] 
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図 2.4.67 Fmass = 2.4 [N] 図 2.4.66 Fmass = 2.4 [N] 
図 2.4.65 Fmass = 2.4 [N] 図 2.4.64 Fmass = 2.3 [N] 
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図 2.4.68 Fmass = 2.5 [N] 
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図 2.4.69 Fmass = 3.2 [N] 
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図 2.4.73 Fmass = 4.0 [N] 図 2.4.72 Fmass = 3.5 [N] 
図 2.4.71 Fmass = 3.4 [N] 図 2.4.70 Fmass = 3.2 [N] 
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図 2.4.74 Fmass = 4.0 [N] 
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図 2.4.75 Fmass = 4.4 [N] 
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図 2.4.79 Fmass =5.1 [N] 図 2.4.78 Fmass = 5.0 [N] 
図 2.4.77 Fmass = 5.0 [N] 図 2.4.76 Fmass =4.4 [N] 
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図 2.4.80 Fmass = 5.5 [N] 
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図 2.4.81 Fmass = 6.5 [N] 
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図 2.4.85 Fmass = 6.5 [N] 図 2.4.84 Fmass = 6.3 [N] 
図 2.4.83 Fmass = 6.0 [N] 図 2.4.82 Fmass = 5.7 [N] 
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図 2.4.86 Fmass = 6.8 [N] 図 2.4.87 Fmass = 6.8 [N] 
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図 2.4.90 Fmass = 8.0 [N] 
図 2.4.89 Fmass = 7.5 [N] 図 2.4.88 Fmass = 7.2 [N] 
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 パルス幅の変更を確認するために半値全幅 FWHM の値を利用した．図 2.4.91
に Exp.1 から Exp.3 の最大値 Fmass,maxと半値全幅 FWHM の関係を示す． 
 
図 2.4.91  Ftrans - Fmass [N]の RMS 値と最大値 Fmass,max [N]の関係 
 異なる緩衝材を用いることで，半値全幅が異なっていることがわかる．この
ことから，パルス幅を変更することができたと考えられる． 
 また，最大値が大きくなる程，半値全幅の値は小さくなっていることがわか
る． 
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動的誤差評価を行うために RMS 値を算出した．RMS 値は以下のような計算
で求めることができる．N はパルス幅内のプロット数で，範囲はパルス幅内で
ある．  
   2
N
1
  masstransmasstransRMS FFFF            (2.4.1) 
Exp.1 から Exp.3 の Ftrans - Fmass [N]から RMS 値を求め，図 2.4.92 にそれぞれ
の緩衝材の最大値 Fmass,max[N]と RMS 値の関係を示す． 
 
図 2.4.92 Ftrans - Fmass [N]の RMS 値と最大値 Fmass,max[N]の関係 
Exp.1 から Exp.3 に関しては最大値が大きくなるほど RMS 値は大きくなって
いることが確認できる．また，緩衝材は Damper-A，Damper-B，Damper-C の順
に FWHM が小さくなっていくことから，FWHM が小さくなるにつれて RMS
値が大きくなることが確認できる． 
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2.5 考察 
図 2.4.1 から図 2.4.90 で示したように，力センサの出力 Ftrans [N]と Fmass [N]の
間には動的誤差が生じていることが確認された．また，緩衝材の違いにより最
大値に対する動的誤差の割合も異なっていることが確認された．これは図 2.4.4
からも確認することができる． 
さらに図 2.4.91 から，緩衝材が異なると生じる誤差も変化することが確認で
きる．それと同時に，Fmass [N]が大きい程，RMS 値が大きくなっていることか
ら，大きな力が与えられるとその分動的誤差も生じやすくなっていると考えら
れる． 
また，パルスの立ち上がりでは Ftrans [N]の上に Fmass [N]があるのに対し，パル
スの立下りでは Ftrans [N]の下に Fmass [N]が来ている(図 2.5.1)．このことから，
Fmass [N]が Ftrans [N]よりも先行しており時間的ずれが生じていることがわかる． 
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図 2.5.1 トリガのずれによる Fmassと Ftransの時間的ずれ 
これはデータレコーダでとっているトリガと，PD で検出されているトリガ時
間が異なるからであると考えられる．故に，これらの時間を合わせることがで
きれば発生する動的誤差も軽減することができると考えられる．  
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第 3章 力センサの時間的誤差の計測 
 本研究で使用している力センサには，緩衝材や印加された力の大きさに関わ
らず，動的誤差が発生していることが確認された．その際，動的誤差の要因が
時間遅れによって発生していると考えられた．これは，力センサとデータレコ
ーダを組み合わせたトータルのシステムとしての誤差が原因であると考えられ
る．この時間的誤差がどのように発生しているか，またどれくらい発生してい
るのか検証していく．時間的誤差の検証ができれば，動的誤差を補正すること
が可能であると考えられる． 
 そのため，まず時間的誤差が各試験においてどのように発生しているのか調
べていく必要がある．この時間的誤差を検証していくことで，動的誤差との関
係を見つけることができれば動的誤差の補正が可能となると考えられる． 
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3.1 時間的誤差の要因 
現在，当研究室では力センサの特性評価実験において浮上質量法を用いて計
測した力の値 Fmass と，力センサ自身から計測した力の値 Ftrans を比較すること
で動的誤差評価を行っている．この時，Fmass は浮上質量法で使用した PD を用
いて，Ftrans はデータレコーダを用いてトリガをとって計測を開始している．そ
のため，互いのトリガ時間が異なり，それぞれの機器間に測定の時間的誤差が
生じている．これが動的誤差要因の 1 つと考えられる． 
また，これまでこの時間的誤差は問題として挙げられなかった．これは，こ
れまで当研究室で行っていた動的誤差評価が，定格容量が大きな S 字型力セン
サを使用していたためであると考えられる．S 字型力センサでは，力センサ自身
に可動部が衝突した際，フレーム部分が変形しているため衝突時間が本研究で
使用している力センサよりも長くなっていた．例として，同様の緩衝材を用い
た定格容量の値で比較すると，S 字型力センサの定格容量のときパルス幅は約
5[ms]であったのに対し，今回使用した力センサの定格容量のときパルス幅は
0.6[ms]であった． 
衝突時間が長い分計測されるサンプル数も多くなるため，時刻あたりのデー
タ量が今回使用した力センサよりも多くなっている．このサンプル数が多い分，
時間的誤差が発生していてもこの影響による動的誤差は微量であったと考えら
れる．なので，時間的誤差には着目されなかったと考えられる． 
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3.2 時間遅れの解析方法 
 
図 3.2.1 トリガのずれによる Fmassと Ftransのずれ(Exp.1) 
 図 3.2.1 は Fmassと Ftransの間に時間的誤差が発生しているグラフである．  
 この図のように，動的誤差が発生しているので，プログラム上において動的
誤差が最も小さくなるように Ftransの時刻 t を 1.0[µs]ずらしていく(図 3.2.1)． 
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図 3.2.1 時刻 t をずらしていった時の RMS (Fcorrected-Ftrans)値 
その中で最も動的誤差が小さくなる Ftransの位置を探す．その位置が元の Ftrans
の位置からどれくらいずれているのか調べることで，時間遅れがどのように，
どれくらい発生しているのか調べる． 
ずらした時間⊿t の値を時間遅れ Delay とする．また，ずらした Ftransを Fcorrecoted
としたとき，図 3.2.2 のような関係が得られる． 
 
図 3.2.2  Ftransと Fcorrecotedの関係 
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Fdiff2は Ftransと Fcorrectedとの誤差である．Fdiff2が Ftrans‐Fmass(Fdiff)と同様の関係
となれば動的誤差の補正が可能となる．図 3.2.3 に Fdiffと Fdiff2の関係を示す． 
 
図 3.2.3 Fdiffと Fdiff2の関係 
図 3.2.3 より，Fdiff2は Fdiffと追従していることがわかる．このことから，時間遅
れがわかれば動的誤差補正は可能であると考えられる． 
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3.3 時間遅れ計測結果 
図 3.3.1 に Damper-A，Damper-B，Damper-C における実験の Fmassが最大値の
時のそれぞれの遅れ時間を示す． 
 
図 3.3.1 Fmassが最大値の時のそれぞれの時間遅れ 
図 3.3.1 から，それぞれ Damper-A では平均 11.87 [µs]，Damper-B では平均 9.792 
[µs]，Dmaper-C では平均 10.06 [µs]の時間遅れが発生していた． 
Fmassの最大値と時間遅れの間には大きな関係性はなく，点在して発生してい
ることがわかる．また，平均値から緩衝材を変更することで時間遅れには影響
していないことがわかる． 
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図 3.3.2 にパルス幅と時間遅れの関係性を示す． 
 
図 3.3.2 パルス幅 FWHM と時間遅れの関係 
 
 パルス幅が変わることで，時間遅れに変化は見られないことがわかる．また，
-5 [µs]から-20 [µs]の間で時間遅れが発生していることがわかる． 
このことからも，パルス幅を変更することで時間遅れに影響はしていないと
考えられる． 
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3.4 考察 
 図 3.3.1，図 3.3.2 に示したように，Fmassと Ftransの間に時間遅れが発生してい
ることが確認された．また，図 3.3.1，図 3.3.2 より最大値や緩衝材による時間遅
れへの影響はないことが確認できる．さらに，時間遅れは点在して発生してい
ることからランダムに発生していることがわかる．-5 [µs]から-20 [µs]の間で発生
していることから，力センサと可動部の衝突時間が短いため時間遅れが大きく
影響していると考えられる．このことから，同型の力センサにおいては時間遅
れの影響を考える必要がある．また，S 字型力センサのように衝突時の時間が長
く，細かく計測することができれば時間遅れの影響はほとんどないと考えられ
る． 
 この時間遅れの原因は，Fmassと Ftransの計測開始時刻のずれが大きく影響して
いると考えられる．Fmassと Ftransの計測を開始するためのトリガに対して測定が
開始される時間がずれているため，計測開始時刻がずれてしまっている．これ
は Fmassを計測するデジタイザの測定開始時刻と Ftransを計測するデータレコー
ダの測定開始時刻がずれているためである．デジタイザはサンプリング間隔 30 
[Ms]で，可動部によってトリガが切れた時点で計測を開始する．このサンプリ
ング間隔は，現時点で非常に高くなっている．一方でデータレコーダはサンプ
リング間隔 0.1 [Ms]で，力センサに力が印加された時点で計測を開始する．しか
し計測開始点はトリガが入った1点前の点で計測開始としている．ここで図3.3.2
のように-5 [µs]から-20 [µs]程度の時間遅れが発生していると考えられる．なので，
計測開始時刻を同じトリガに対する測定開始時刻を同時にすることができれば，
時間遅れによる動的誤差は軽減することができると考えられる．また，Ftransを
計測しているデータレコーダのサンプル分解能をさらに上げることができれば，
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サンプル数も増やすことができるので時間遅れによる動的誤差は軽減すると考
えられる． 
 本実験で得られた結果は一定のパルス幅内のものなので，本実験よりも大き
なパルス幅や小さなパルス幅では，同様の結果が得られるとは限らない．なの
で，パルス幅の範囲を増やし，適用範囲を調べる必要がある．また，今回は 30
回の衝突試験から得られた結果を用いているが，さらに実験回数を増やしてい
くことで平均値を正確に求めていく必要がある． 
 さらに，この時間遅れから動的誤差の補正を行うことが可能であると考えら
れる． 
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第 4章 動的誤差補正の適用 
当研究室では，S 字型力センサについてこれまで慣性項を用いた動的誤差補正
を行ってきた．これは S 字型力センサのみで適用していたものなので，本実験
で使用した力センサに適用することで補正効果が得られるかどうか検証する．
また，上記で動的誤差に影響している時間遅れを求めることができている．こ
の時間遅れの平均値を用いることで，時間遅れによる動的誤差の補正ができる
か検証する． 
これまでの慣性項を用いた動的補正法に関しては，S 字型力センサと同様に当
研究で使用した力センサにも慣性力が働いていると仮定し，補正効果の検証を
行っていく．また，時間遅れによる動的補正に関しては，それぞれの緩衝材か
ら得られた時間遅れの全体の平均値から，その平均分だけずらしていくことで
補正効果が得られるか検証する． 
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4.1 慣性項による動的誤差補正の適用 
 本研究室では，これまで S 字型力センサに関して以下のような仮定を用いて
動的誤差の補正を行ってきた． 
(1) 力センサの構造はバネ系である 
(2) 力センサの出力がバネ(力センサの変化量)に比例する 
(1)，(2)より，力センサが変形することで力センサ自体の慣性力が生じる．こ
の慣性力は，力センサが変形した際に移動する質量 Mestimatedと力センサの加速
度 a から算出できる． 
また，力センサの出力は力センサの変形に比例している．力センサの変形し
た距離を⊿x，力センサのバネ定数を k とした時， 
xkF trans                       (4.1.1) 
力センサで計測した力 Ftransの二階微分を考えた時， 







2
2
2
2
dt
Δxd
k
dt
Fd trans                    (4.1.2) 
この時，変位の二階微分が加速度なので，力センサにかかる加速度は以下のよ
うになる． 
22
2
ka
dt
Fd
trans                       (4.1.3) 
 
2
2
1
dt
Fd
k
a trans                (4.1.4) 
力センサ自身の慣性力 Fdiffは以下のように計算することができる． 
2
trans
2
correctestimateddiff
dt
Fd
CaMF                (4.1.5) 
 
 
55 
 
ここで，Mestimate/k を Ccorrectとおく．Ccorrectが測定できれば，力センサの出力 Ftrans
から力センサ自身の慣性力を算出することができる．また以下の計算から力セ
ンサの慣性力を補正することができる． 
2
trans
2
correcttranscorrected
dt
Fd
CFF                (4.1.6) 
この補正方法ならば，Ccorrectの値が測定できれば特殊な装置を使用しなくても動
的な補正が可能となる． 
 本実験で使用した力センサは，S 字型ではないためこの補正方法が適用できる
か確認する．  
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4.1.1 補正係数の導出 
図4.1.1にS字型力センサにおけるFtransの二階微分と動的誤差の関係を示す． 
 
図 4.1.1 Ftransの二階微分と動的誤差の関係 
 図 4.1.1 より，S 字型力センサでは，Ftransの二階微分と動的誤差は線形関係に
あることがわかる．このような線形関係を今回使用した力センサで得ることが
できれば，慣性項による補正が可能となる． 
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 本実験で得られた結果から，Ccorrectを算出する．慣性力Fdiffの値をFtransとFmass
の差から考える．図 4.1.2 に Ftrans - Fmassと d 
2
Ftrans/dt 
2の関係を示す． 
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2
 
図 4.1.2  Ftrans - Fmassと d 
2
Ftrans/dt 
2の関係 
 本実験では衝突試験を 30 回行っているが，Ftrans - Fmassと d 
2
Ftrans/dt 
2の間に関
係性を得ることができない．このことから，今回使用した力センサでは従来の
補正方法は適用できない． 
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4.2 時間遅れによる動的誤差補正の適用 
 従来の補正方法では，動的誤差の補正は不可能であることが検証された．そ
こで，今回得られた時間遅れを使用して動的誤差の補正を行う． 
 今回は，3 種類の緩衝材を使用したので，これらの時間遅れの平均値を用いて
補正を適用する． 
 それぞれの遅れ時間の平均は，Damper-A が約 11.87 [µs]，Damper-B が約 9.792 
[µs]，Damper-C が約 10.06 [µs]であった．なので，平均値として 10.57 [µs]を用い
る． 
 図 4.2.1 に補正前のそれぞれの緩衝材の RMS (Ftrans-Fmass)値と，補正後のそれ
ぞれの緩衝材の RMS (Fcorrected-Fmass)値を示す． 
 
図 4.2.1 それぞれの緩衝材における補正前と補正後の RMS 値 
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 それぞれの緩衝材で，RMS 値が下がっていることがわかる．このことから，
時間遅れによる補正が有効であると考えられる． 
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4.3 考察 
 時間遅れによる補正が可能であることが確認できた．また，これまでの動的
補正法は適用できないことも確認された．これは，これまでの補正方法では力
センサ自身をバネ系と考え，力センサの変化量から慣性質量を求めていたため
である．S 字型力センサでは力センサをバネ系と考えられるが，本実験で使用し
た力センサでは，小型で力センサ自身の変化量がほとんどないためであると考
えられる．このことから，本研究で使用した力センサでは，慣性質量に関係な
く力の大きさを計測することができることがわかる． 
 図 4.2.1 より，それぞれの緩衝材ごとに補正の変化量は異なっているのが確認
できる．このことから，パルス幅の異なる緩衝材を用いてこの補正方法が適用
できるか確認する必要がある．また，本実験では計 90 回の衝突試験を行い，そ
れぞれの遅れ時間の平均を求めたが，さらに衝突試験の回数を増やすことでよ
り正確な遅れ時間の平均を求める必要があると考えられる．より正確な遅れ時
間を得ることができれば，より高精度な動的誤差補正が可能となると考えられ
る． 
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第 5章 不確かさ評価 
本実験に関する不確かさ評価を行う．本実験において，Fmass，Ftrans，Fcorrected
の不確かさ評価が必要となる． 
5.1 Fmassの不確かさ評価 
 本実験において力センサに作用する力 Fmassの不確かさには以下の要素が挙げ
られる． 
[1] 光波干渉計のノイズ 
[2] ZFM を使用した周波数測定 
[3] 周波数からの Fmassの計算 
[4] 軸受内部に作用する動的摩擦力 
[5] 衝突前後における軸受の自由スライド中の不確かさ 
[6] 光軸合わせによる不確かさ 
[7] 質量における不確かさ 
[1]，[2]，[3]においては，衝突前後における可動部の移動中の Fmassの RMS 値
から約 7 [mN]の不確かさが発生していると考えられる． 
 [4]において，軸受内部に作用する摩擦力は本実験における最大速度  (0.3 
[m/s])から，0.6 [mN]であると推定される．したがってこの力は無視することが
できる． 
 [5]では，力が加えられていないとき，0 [N]となっているためこの力も無視で
きる． 
 [6]では，光軸によるずれは 1 [mrad]であった．これは可動部質量に作用する力
の不確かさとして約 5×10-7 [N]の相当する． 
 [7]では，電子天秤を用いた質量測定の不確かさとなる．質量測定の不確かさ
は 0.01 [g]であった．これは可動部の質量の 0.05 [%]に相当する．Fmassが 5 [N]
であるとき，この不確かさは 3 [mN]に相当する． 
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これらの結果から，力センサに作用する力 Fmassの標準不確かさは 8.0 [mN]と
推定できる．これは，本実験に加えられる最大値 5 [N]の 0.16 [%]に相当する．
この標準不確かさを uLMMとする． 
 
5.2 Ftransの不確かさ評価 
 次に Ftrans の不確かさ評価を行う．力センサの出力である Ftransの不確かさを
utransとする．この不確かさ utransを式 (5.2.1)に示す． 
22)( LMMmasstranstrans RMS uFFu  　            (5.2.1) 
uLMMは 5.1で求めた 8.0 [mN]である． 
 このとき，パルス幅 w と Fdiffの RMS 値の傾きには関係性を見ることができ
る(図 5.2.1)． 
 
線形の関係式から，utransは以下のように求めることができる． 
[mN]3248.0)64.9)19.016(
N
1
( 2
2
  transtrans Fwu         (5.2.2) 
よって Ftransの不確かさ utransを推定することができた． 
 
5.3 Fcorrectedの不確かさ評価 
次に Fcorrectedの不確かさ評価を行う．時間遅れ分だけ力センサの出力 Ftransをず
らした値Fcorrectedの不確かさを ucorrectedとする．この不確かさ ucorrectedを式 (5.2.1)
に示す． 
22)( LMMmasscorrectedcorrected RMS uFFu  　            (5.2.1) 
uLMMは 5.1 で求めた 8.0 [mN]である． 
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 このとき，5.2 と同様にパルス幅 w と Fdiff (Fcorrected-Fmass)の RMS 値の傾きには
関係性を見ることができる(図 5.3.1)． 
 
線形の関係式から，ucorrectedは以下のように求めることができる． 
[mN]6.1438.0)41.3)11.876(
N
1
( 2
2
  transtrans Fwu         (5.3.2) 
よって Fcorrectedの不確かさ ucorrectedを推定することができた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
64 
 
第 6 章 ソフトウェアの開発 
 力センサとデータレコーダのトータルのシステムとして得られた時間遅れの
平均値から，動的な補正が行えるソフトウェアの開発を行った．ソフトウェア
ではまず力センサの出力データを入力させる．また，時間遅れの平均値を入力
する．このとき，入力する時間遅れの平均値は浮上質量法を用いた実験であら
かじめ求めておく．入力した時間遅れの平均値と力センサのデータから動的補
正したデータを出力させる． 
 ソフトウェアは LabView を用いて作成する． 
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6.1 LabView について 
 今回ソフトウェアの開発には LabView を使用した．LabView はナショナルイ
ンスツルメンツ社によって開発されたグラフィカル型のプログラミング言語で
ある．LabView は VI (従来のプログラミング原語で使用する関数)を平面上に配
置し，VI と VI の間を配線することでプログラミングを行う．一般的なプログラ
ミング原語に比べデータフローがわかりやすいという利点がある．図 6.1.1 に
LabView の配線図を示す． 
 
図 6.1.1  LabView の配線図 
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6.2 ソフトウェアの作成 
 今回作成したソフトウェアの説明をする．図 6.2.1 にソフトウェアの概観図を
示す． 
図 6.2.1 ソフトウェアの概観図 
 ソフトウェアの使い方について説明する．力センサのデータと時間遅れの値
を入力する．力センサデータはテキスト形式で用意し，指定したテンプレート
に沿った形にする．データ入力後，実行ボタンを押すことで計算を開始する． 
 グラフの出力部では，上部に補正前の波形 Ftrans と補正後の波形 Fcorrected，こ
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れらの差 Ftrans-Fcorrectedの波形を出力する．また，下部に Ftrans-Fcorrectedの波形を
拡大して出力する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
68 
 
第 7章 結論 
本研究では，微小力を計測可能な力センサの動的誤差評価及び時間的誤差を補
正した動的誤差補正を行った．動的誤差評価を行うことで，微小力を測定する
力センサに動的誤差が発生していることが確認できた．また，その動的誤差の
要因が，力センサとデータレコーダを組み合わせたトータルのシステムとして
の時間遅れであることを検証し，実際にどれ程発生しているか計測した．さら
に，この時間遅れから，力センサの新たな動的誤差補正法を提案し，補正可能
であることが確認された． 
また，時間遅れを用いた動的誤差補正法より，ソフトウェアを開発した．この
ソフトウェアにより，力センサのデータと時間遅れの平均値のみで動的誤差の
補正が可能となった． 
今後さらに，パルス幅の異なる緩衝材を用いてこの補正方法が適用できるか確
認していく必要がある．さらに，時間遅れ以外にも動的誤差要因が考えられる
ため，この要因について調べていく必要があると考えられる． 
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